
二部門モデルによる
固定資産税の帰着分析

“-4　　　　　日　一席　　　昌　二

渡　部　重　明

序　　論

　先にわれわれは固疋貢産税の帰看を一財モデルで考祭した．そこでは財

として全国財を想定し，あるいは局所財を想定したが，一財モデルの制約

上，財の種類に応じて別個のモデルをつくることに終わった．本稿ではそ

れら二種類の財を同時に含むモデルを立て，固定資産税の帰着を考察する．

　二部門モデルによる固定資産税の帰着分析は，すでにリン（Ｌｉｎ（1986））

でなされている．彼は全国財と局所財（住宅サービス）の二財を含むモデ

ルをつくる．そこでは全国財は土地と労働を使用して生産され，他方，局

所財としての住宅サービスは土地と資本を使用して生産されるものと仮定

される．その意味で彼のモデルには全体としては土地，資本および労働の

三要素が登場するのであるが，個々の部門では二要素しか使用されず，一

定の単純化の工夫がこらされている．それにより三要素を使用することに

ともなう複雑さは回避できることになる．また，この設定では，局所財部

門が資本集約的であり，全国財部門が労働集約的であるとの解釈も成り立

１）岸・渡部（1996）.
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つ．さらにそこでは，第三の要素としての労働への影響の考察も比較的容

易な形で可能になる．

　リンは，固定資産税をば局所財としての住宅サービスの産出量に対する

課税と見立てる．彼のモデルでは，住宅サービスの生産に使用される要素

は土地と資本であるから，彼の想定する固定資産税は同時に住宅部門の土

地と資本に対する課税でもある．その意味では彼の固定資産税は住宅産業

に対する固定資産税であるが，全産業に対する固定資産税ではない．一般

に，固定資産税は全産業の土地および資本に対する課税であるのが原則で

ある．そこで本稿では，そのような意味での固定資産税，すなわち，経済

内のすべての土地および資本に対する課税としての固定資産税の帰着につ

いて考察する．

　リン・モデルでは，労働者，資本主および地主はそれぞれ局所財（住宅

サービス）の消費に応じて課税を受けるのであるが，課税額は各家計に一

括移転される．これに対して，われわれのモデルでは，固定資産税を資本

と土地に対する課税とみるところから，納税主体が資本主と地主になるた

め，税収を資本主および地主に一括移転するものとする．

　固定資産税は資本課税部分と土地課税部分から成るが，その帰着効果を

分析する上では便宜上，これら二つの部分に分けて考察することができる．

すなわち，資本課税部分の帰着効果と土地課税部分の帰着効果を併せ考え

ることでよい．上地課税部分は，地代の下落の形で土地所有者にその影響

が及ぶだけであり，他の経済変数，すなわち，生産物価格や他の要素価格，

したがってまた生産物構成や要素配分量を変えるものではない．したがっ

て，地代以外の変数に関するかぎり，資本課税部分の影響と固定資産税全

体の影響は同じである．その意味では，資本課税部分こそが固定資産税の

帰着効果の興味ある要素を成しているといえよう．そこで本稿ではまず，

資本課税部分について考察することとする．

　モデルの基本構造についてはリン・モデルを踏襲する．すなわち，局所
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財は資本と土地を使用して生産され，全国財は労働と土地を使用して生産

されるものと仮定する. 2地域を仮定し，それぞれ同一の一次同次の生産

関数をもち，当初は同一人数の同一のホモセティクな選好をもっ住民から

成るものとする．一般に同一個人が労働者であり，資本主であり，そして

地主でありうるが，ここではこれらが別個の個人であると仮定する．住民

は，労働者，資本所有者あるいは土地所有者から成るが，このうち労働者

だけが地域間を移動するものとする．労働者は，その場合，地域間で住民

として居住することからの効用を極大化するものとし，したがって，地域

間で効用格差があれば，より高い効用を得られる地域に移動するものとす

る．均衡状態では，労働者の効用は地域間で均等化するものとする．

モ　　デ　　ル

　固定資産税の帰着分析で関心をもっのは，地域間で課税水準が異なる状

況にっいてであるから，ここではそれを第1地域に資本課税が導入される

場合として考えることとする．以下に，当面の一般均衡モデルで成り立つ

各種の方程式を変分の形で示すこととする．

　モデルの供給側から始めよう．資本の総量は固定しているものとし，各

地域に配分される資本量を瓦（ = l, 2）とし，当初はそれらが相等しいも

のとすると，変化率の形で次式が成り立つ．

（1）　　庁!十i?2 ＝0

ここで＾は，当該変数の変化率を表すものとする．

　各地域の土地量Li（i＝l. 2）は固定していて，それらは相等しいものと

する．この乙は，各地域内では部門間で地代が均等化するよう転用され

るものとする．各地域において局所財部門耳と全国財部門Xに配分され

る土地量をそれぞれ証跡とし，当初はそれらが相等しいものとすれば．
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変化率の形で次式が成り立つ.

（2）　　　痙十か＝0,　f = l, 2

　経済内の総労働者数は固定しているものとし，各労働者は労働力1単位

をもつものとする．各地域に居住する労働者数をNi（i ＝l, 2）とし，当初

は相等しいものとすると，変化率の形で次式が成り立つ.

（3）　　凰十瓦＝o

　市場での需給均衡条件は，各産業部門で利潤がゼロになることである．

このとき，各部門内では産出量と要素量の間で，また生産物価格と要素価

格の間で一定の関係が成り立つ．すなわち，局所財については，各地域で

の産出量厩とその要素量瓦,びの間に変化率の形でつぎの関係が成り立

つ．

(4)　　庶＝几瓦十几£乱　　1 ＝1, 2

ただし八＝sK;ﾉ)iHi，瓦＝ri切ﾉ飢皿で，それぞれi地域における局所財

部門での資本所得と地代所得の課税前のシェアである．全国財についても

同様の関係が成り立つが，ワルラス法則によりここでは省略する．

　また，市場均衡が達成されるとき，各産業部門で生産物価格と要素価格

の間で一定の関係が成り立つ．すなわち，各地域の局所財部門について，

生産物価格かと資本サービスの税抜き価格s,土地サービスの価格n,そ

して税率zとの間につぎの関係が成り立つ．

(5a)

(5b)

Pl＝fK(S十dt)十An

p2=fK§十八几

前述のように，ここでは固定資産税の資本課税部分だけを想定している．

ここでは第1地域における資本に対する課税を考えている．したがって，
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第1地域での資本サービスの価格は, s（l十t）である．ただし，当初に

は課税は存在しないとの設定（=o）で考える．全国財についても，同様

に，その価格とその生産に要する労働力の価格叫，土地サービスの価格

几の間につぎの関係が成り立つ．

(6) O＝gN働i＋gLfi，　i = l，2

ただし，全国財を価値尺度財とし，その価格を1とする．また，gN ＝

叫皿/X,gL＝nLf/Xとし，それぞれf地域における全国財部門での賃金

所得，地代所得の課税前のシェアとする．

　一次同次の生産関数の仮定から，要素比率は要素価格比に依存する．ま

ず，局所財部門の場合，その関係は変化率の形で地域ごとにつぎのように

なる．

(7a)

(7b)

£ダー瓦i＝丿(§十冶一n)

乙ダー鳥＝卵(S一几)

ただし／は，局所財部門の代替の弾力性(すなわち，[d(L?/K)/d(s/r)]

(亀/r)/(Li/K)])とする．同様に，全国財部門についてはつぎのようにな

る．

(8) ひ一肩＝a''(到一f,),　j=l, 2

ただしがは，全国財部門の代替の弾力性(すなわち, (臥球ﾉN)／d(wiﾉr)]

[(叫八)人び/iv.-)])とする．

　財の需要側も記述しなければならない．各地域の局所財に対する需要

仙は，その価格かと当該地域の可処分所得耳に依存するものとする．す

なわち，

仙＝£(飢,Y)
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とする．第1地域について上式を変形すると．

　　　　d私＝(∂D/dpi)dp汁(∂w∂Y)dYχ

となる．このモデルにおいて各地域の可処分所得耳は，当該地域の賃金

所得，税込み資本所得(仮定により税収は資本所有者家計に移転される)およ

び地代所得の合計と定義する．したがって，第1地域の可処分所得の定義

式は，次式で表される．

　　　　　Yi＝知Ni十s(l十t)A十nエf十五f)

ここでAは，当該地域の居住者(資本所有者)が所有する総資本量とする．

上式を変形して，

dYi＝Nid切χ十切＼dN＼十(1十i)Ads十sAdt十(Lf十£ﾀﾞ)面1

　　=x,[(wiNi/Xi)(dwi／wx)十(n叙X)(dnﾉγ)]

　　　十♪i扁[(s(l十tU/PiH)(ds/s)

　　　十(s(l十t)A/piHi)(dt/(l十z))

　　　十(ri£iかi耳i)(面力i)]十切idNχ

を得る．ここで，当初は資本の地域間の配分量と所有量は相等しい（すな

わちA =K）と仮定し，上式にgN, gL, Ik, 几の各定義（式（4）および（6））

を適用すると，

　　　　dYi＝Xi(釦功i十gLfl)十PxH,[ル(s十dt)十fifx]十知dNi

となる．さらに，上式に(6)および(5a)を代入すると，

　　　　dYi＝飢Hi飢十耀id皿

となり，これを前記需要関数の変形式(dHχ = (∂'i^lﾉ∂^))面卜(∂扁/∂Y)dYi)

に代入すると，次式を得る．

-
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ど仙＝(∂Wd払)㈲i十(dDﾉdY)(夕i耳rか十知dNi)

上式の両辺を扁で割って操作すると，次式を得る．

d凪/H、＝(飢ﾀﾞH)(dD/dp)(dp､/pi)十夕.(∂即∂Y)か

　　　　十♪.(∂WdY、)(切iNiかi輿)d皿/Ni

ここで(♪i/凰)∂μ/∂χi)＝－已, m＝pi∂D/∂YuそしてM＝pi(dD/∂Y)

佃tNi／/i扁)ニm切iNiﾉ飢Hχと置く. £は局所財の価格弾力性, mは局

所財に対する限界消費性向，そして訂は当該地域における総局所財支出

に占める労働者の局所財支出の割合である. (なお，上記の限界消費性向は，

ここではホモセティクな選好を仮定したから，平均消費性向とも等しく，一定であ

る.)これらを用いると，上式は

dH､ﾉHi＝(－ε十四)か十几汐i

となる．さらに，上式においてTl=－S十四と置けば，

　　　　　i?,＝一顔i十M乱

となる．第2地域についても同じ式が得られるから，次式を得る.

（9）　　　肩＝一添十双肩，　f = l, 2

　モデルの記述として，最後に，労働者の移動にづいて触れなければなら

ない．すでに述べたように，このモデルでは労働者は個々の地域に居住す

ることからの効用を均等化するよう地域間を移動するものと仮定する．全

国財の価格を1とし，労働者一人が1単位の労働力をもつと仮定したから，

特定地域に居住することからの間接効用ドを決定するのは，局所財の価

格瓦と賃金率如である．したがって，均衡では，間接効用の形で次式が

成り立つ．
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V(片肌)＝V(♪2，吻)

上式を変形して

(∂回∂Pi)dp卜(∂回∂叫)dwt ＝(∂回砂2)砂2十(∂回心2)dw2

が得られ，これにロワの恒等関係，

　　　　　－(∂剛∂髭)/(∂剛∂叫)＝わ

(ただし, bit労働者一人当たりの局所財の初期消費量とする.)を代入すること

により次式を得る.

(10)　　剛一顛i＝功2 －顛2

帰　着　効　果

　上述の方程式体系（1）, （2）, （3）. （4）, （5a）, （5b）, （6）, （7a）, （7

b）, （8）, （9）および（10）から各種内生変数について解き，税率に関す

る弾力性を示すと，まず資本収益率に対するの課税の影響について，次式

を得る. （以下の諸結果を導く計算手順については付録に示す.）

(11a)　　§ﾉd卜－(1/2＜0

上式が示すように，地域間税率格差の全国平均だけ純資本収益率が下がる

というミーズカウスキーの命題(Mieszkowski (1972))は，やはりここで

も当てはまる．

　地代に対する影響については，第1地域の場合，次式を得る.

(Ilb)　fl/dt＝－(かfK)/2(gL/gN十bfi)く0

上式から，課税地域については，地代は下がることがわかる。付録の式

　　　　　　　　　　　　　　－32－
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(A10)に示すように，当モデルでは

　　　　几十几＝0

の基本的性質があるから，第2地域の地代に関する弾性値は異符号になる．

すなわち，他地域の地代は同程度だけ上がることになる．

　賃金率に対する影響については，次式を得る．

(lie)　　功i/dt＝(gLﾉgN)b八ﾉ2(瓜/曾N十&/l)＞0

付録の式(A11)に示すように，

　　　　　功i＋吻2 ＝0

の関係があるから，課税地域では賃金率は上がり，他地域で同程度だけ下

がることになる．

　局所財の価格に対する影響については，次式を得る.

(11d)　飢ﾉdt＝(瓜/曾N)ル/2(乱/gN十気/l)＞0

付録の式(A12)に示すように，

瓦十^2 ＝0

の関係があるから，課税地域で価格が上がり，他地域で同程度だけ下がる

ことになる．ミーズカウスキーが固定資産税の局所財に対する価格効果を

ば「消費税効果」と呼び，それは地域間で相殺されるとしたが，ここでは

それがはっきり当てはまる.

　PiおよびPiに関する上記2式と式（11C）とそのあとの式（血十功2 ＝0）

から，

功i＝砂i
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であり，また

　　　　　功2 ＝顛2

でもあることがわかる．これから，賃金率と局所財価格は同じ方向の影響

を受けるということになる．

　式(6)から

　　　　　尚＝－(れ/gA')鳥

であるから，個々の地域における地代に対する影響と賃金率に対する影響

は逆方向であることがわかる．さらにまた，賃金率と局所財価格は同じ方

向の影響を受けるから，地代に対する影響と局所財価格に対する影響も逆

方向になる．

　資本移動と労働移動に対する影響については，それぞれ次式を得る．

(He)

(llf)

£i/dt＝－[戸刀ﾉ2(訂＋V)(翫/gN十bた)]

　　　×[(fK/♂十fi/v十双/v)(gt/gN)

　　　十か(几十訂十MBfK/♂)/v]＜0

凰/dt= －[♂V2(肛＋l)(乱ノ肋十眠)]

　　　×[(いv－l/♂)(れ/gN)十＆(1十B/a")/n]

上式（lie）はマイナスであるから，資本は課税地域から流出する．しかし，

労働については移動方向は定まらない. （Uf）式左辺の第2因数の符号が

定まらないからである．

　労働移動への影響が定まらないと，付録の式（A2）により部門間の上地

配分への影響も定まらない．

-
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一部門モデルとの比較

　上記の結果を一部門モデルの場合と比較してみよう。先にわれわれが

行った一部門分析の結果（岸・渡部（1996））をここに再掲する。

が励＝－（1/2）＜0

几/dt＝一八ﾉ2A＜0 （第2地域については逆符号）

βi/冶＝β2/励＝0

Ki／dt＝－a/2fi＜0 （第2地域については逆符号）

皿/dt=一司K/2几　（第2地域については逆符号）

これらの各式と前記の（11a）, （lib）, （lid）, （lie）および（llf）の各

式と対応させてわかることは，局所財についてだけ定性的影響が異なるこ

とである．すなわち，一部門モデルでは局所財の価格は不変であるが，全

国財と局所財の二つの財が存在する場合には，局所財の価格は上がるので

ある．これが二部門モデルでの分析結果の新しい点である．そのようにな

る理由について考えてみると，局所財一部門モデルにおいて，労働者が完

全に移動する場合には，局所財は事実上全国財になり，その価格は全国的

に統一されてしまう．これに対して，二部門モデルで局所財の価格が上が

るのは，課税により需要が全国財に向かう可能性があるからである．すな

わち，局所財部門は資本集約的であり（仮定により）,そこで資本に課税さ

れるため，この部門のコストと価格が上昇し，需要が全国財に移ることに

なるからである．

土地課税部分の考慮

　前記の式(11a)べllf)の諸結果は，固定資産税の資本課税部分について

のものである．先に述べたように，地代以外の変数については資本課税部
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分の影響と固定資産税全体の影響は同じものである．地代に対する影響は，

式（11b）から1を引いたものになる．すなわち，

　　　　　fl/dt＝－[(&ル)/2(gLﾉ翻十&A)＋l]＜0

となり，地代の固定資産税率に関する弾力性は，さらに1だけ大きくなる．

それが地代をさらに下落させる方向にはたらくことはいうまでもない．

要約と結論

　この分析で示されたことは，まず，固定資産税が地域間で異なる税率で

かけられるとき，資本は高税率地域から低税率地域へ移動し，資本収益率

が全国的に下がるということである．ミーズカウスキーが主張するように，

税率格差の平均だけ資本収益率は全国的に下がる．

　つぎに，移動できない要素の価格としての地代は，高税率地域で下がり，

低税率で上がる．

　労働者はここでは移動できると仮定されたが，その場合には，賃金率は

高税率地域で上がり，低税率地域で下がる．ただ，だからといって，労働

者が高税率地域から低税率地域に移動するとはかぎらない．これは，労働

集約的な財としての全国財が存在することによる．局所財価格の相対的上

昇は，全国財への需要を増加させ，労働需要を増加させることになり，そ

れが高税率地域に労働者を引き寄せるようはたらく場合もある．

　局所財の価格は，高税率地域で上がり，低税率地域で下がる．局所財価

格は，つねに賃金率と同じ方向の影響を受ける．

　最後に，リン・モデルの結果との違いに＝言．リンは，局所財に対する

課税を固定資産税とみなした．税収は，労働者家計へ移転するものとした．

それは，労働者の可処分所得への影響を通じて労働者の地域間移動に直接

的に影響する．これに対してわれわれは，資本および土地に対する課税を
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固定資産税と考え，税収は資本主と地主に移転するものとした．そこでは

労働者は可処分所得に影響を受けず，課税が直接的に労働者の地域間移動

に影響しない．このため，特に定量的にはリン・モデルと異なる分析結果

になる．

　付録

　この付録では，本文中の方程式から各種変数について解く手順を示し，

かつ当モデルのいくつかの基本的性質を示す．まず，本文中の関係方程式

を再掲する．

(1)

(2)

(3)

(4)

(5a)

(5b)

㈲

(7a)

(7b)

(8)

(9)

(10)

瓦i十瓦2＝0

瑞十二芦=O.　i ＝1, 2

応十瓦＝0

応＝八瓦十f 聾　i ＝l, 2

βl＝ル(§十dt)十flfl

p2＝fK§十几几

O＝恥尚十gLfi,　　i = l, 2

万ぐ一瓦＝a"(&十直一几)

万ー応＝が"(S一几)

万f一系＝ダ(砺一几).　2 ＝1, 2

系＝一砂汁MNi,　1 ＝1, 2

i&.一郎i＝功2－郎2

まず,（6）を

（A1）　　尚＝一gt/gNfi

と変形する．これを（8）に代入してぬを消去すると，第1地域の場合，

次式を得る.
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　　　　　　£f＝扁－Bf,

ただし, 召＝ダ（l十gL/gN）とおく.

（2）に代入してaを消去すると，

この値は正である． さらに，上式を

（A2）　　　£び=一瓦十Bfs

を得る．

　続いて，第1地域の場合について，（4）と（9）を等置して庶を消去

し，さらに前記（A2）を代入して£ﾀﾞを消去し，かっ（5a）を代入して

βIを消去すると，次式を得る．

(A3)　　fK§十(1十Bノ刀)几八＝[(M十A)刀]扁－(ル/η)£|一几dt

　また, (7a)に(A2)を代入してfHを消去すると，次式を得る.

(A4)　　　－s十(1十B/a")几＝(/a")凰十(l/♂)貳十励

　上に得た（A3）および（A4）は，このモデルの方程式体系を解く上で

基本になる｡‘これらの基本方程式からS. f,について解くと，それぞれ次

式を得る。

(A5)

(A6)

ただし，

とする，

5＝(1/^)[(りV－l/／)五十(巽/?7)(l十B/a")]凰

　－(!／//)[(八/v十瓦/戸)十B/a"v]i?l一心

fi＝(/^)[(ル/丿十Il/v)十M/n]N,

　十(l/^)(ﾉ戸－いv)八君,

/]=l十B(ル/a"十八／v)

－38－
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　前記第1地域の基本方程式（A3），（A4）に対応するものを第2地域に

ついても同じ手順で導くことができる. （そのようにして得られる基本方程式

は,（A3）,（A4）の各種内生変数の添え字1を2に置き換えたものになる.）それ

らからS, f2について解くと，それぞれ次式を得る．

(A7)

(A8)

s ＝（!//!）［］烏十（1///）［　］応

几＝（l///）［　］乱十（1/^）［　］瓦

上式の各［　］部分は，前記（A5），（A6）の各［　］部分に対応するも

のとする．

　さて，以上の諸式から，このモデルのいくつかの基本的性質が得られる．

まず，前記（A5），（A7）を辺々加えて, （1）,（3）を考慮することによ

り，ただちに寸が解ける．すなわち，

（A9）　　　S＝－（l/2）dt

となる．同じく（A6），（A8）を辺々加えて, （1）,（3）を考慮すると，

（A10）　　几十几＝0

の関係を得る．続いて，2つの地域の（A1）式を辺々加えて，上式を適用

すると，

(A11)　　a.十功2＝－(gLﾉ肋)(八十几)＝0

の関係を得る．また, (5a), (5b)を辺々加えて，上記(A9)，(A10)を

適用すると，

(A12)　　Pi十β2＝ム(2g十dt)十/i(fl十几)＝0

の関係を得る．上記の諸式は，このモデルの基本的性質を表している．

　つぎに，上記の性質を使って他の変数について解くこととする. （10）

－39
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に(Al)，(5a), (5b)を代入すると，

(A13)　　几一几＝－[b秘ﾉ(乱/gN十bft)]dt

が得られ，上式と（A10）から尹lについて解くと，

　　　　　尹 ＝－［b几ﾉ2（＆/gN十bh）］励

を得る.（A10）の関係があるから, ちも容易にわかる．

　上式を（A1）に代入すると，

　　　　　　0),＝［（gh/gN）b八ﾉ2（gl/gN十bた）］励

が得られる.（A11）の関係から, 功2についても明らかである．

　さらに. （5a）に（A9）と（A14）を代入すると，

　　　　　^1＝[(れ/gN)ル/'^ (gl/gN十占几)]dt

が得られる. Piについては，(A12)の関係からわかる．

　上記の功lおよびPiに関する2式を見比べるとわかるように，

　　　　　ix>i ＝bpi

が成り立つ．

　最後に，生産要素に対する影響について解く．上に求めたS. 八を基本

方程式(A3)および(A4)に代入して拓，凰について解くと，それぞれ

次式を得る．

　　　　　弑＝－[♂が2(訂＋l)(乱/曾A,十b五)]

　　　　　　　　×[(ル/♂十fi/v十M/rf)(瓜/曾N)

　　　　　　　　十か(五十肛十MBfK/戸)/v]励

　　　　　扁＝－[a"Tﾉ2(M＋l)(gL/gN十坑)]

　　　　　　　　×[(l/7?－l/♂(gL/giv)十＆i十B/a")/v]冶
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を得る. 応, 烏については（1）, （3）の関係からわかる. if,は, -7イナ

スになるが, 凰の正負は定まらない．したがってまた. （A2）によ'0 訪

だの正負も定まらない．
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